様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2022年　1月　25日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名  　         印
住所　〒

法人番号 2180001083272　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	豊島DX戦略


	公表日
	　　　　2021年　12月　27日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	HP上に公表。
https://www.toyoshima.co.jp/csr/dx/
ページ上部の「MY WILL」及び「豊島DXビジョン」の見出しの部分

	記載内容抜粋
	地球環境への影響に配慮した「持続可能な素材開発」と、テックベンチャー企業との協業やDX推進等の「テクノロジー」を通して消費者の皆様に持続可能なライフスタイルを提供していく。豊島のDXはそんなライフスタイルを早期実現するための具体的な戦略です。素材から製品までをシームレスにつなぎ、持続可能なライフスタイルを加速度的に実現する。例えば、トレーサビリティが確かなサステナブル素材に誰もが簡単にアクセスでき、環境や人権に配慮した製品を自由につくることができる。例えば、商品のサプライチェーンを一元管理し、適正な価格で必要な分だけ提供し、資源を大切にした新しい作り方と新しい売り方を実現する。素材や製品を通して社会の変化を加速化し、ICTを基盤として課題解決に役立つ提案を行って参ります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	豊島株式会社の取締役会で承認の上でコーポレートサイト内に公開。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	豊島DX戦略（生産管理のDX・価値創造のDX）


	公表日
	　　　　2021年　12月　27日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.toyoshima.co.jp/csr/dx/
中段の「豊島DX戦略-生産管理のDX-」、「豊島DX戦略-価値創造のDX-」に記載

	記載内容抜粋
	「生産管理のDX」と「価値創造のDX」の2軸を元に持続可能な産業構造を確立や新たな体験の創出や課題解決につなげていきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	豊島株式会社の取締役会で承認の上でコーポレートサイト内に公開。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.toyoshima.co.jp/csr/dx/system.html#sec01
ページ上部の「取締役会の直接管轄のもとでDX推進チームと内部監査チームを設置し、各部署と連携した推進体制。」の部分

	記載内容抜粋
	取締役会の直接管轄のもとでDX推進チームと内部監査チームを設置し、各部署と連携した推進体制を構築していきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.toyoshima.co.jp/csr/dx/system.html#sec01
ページ中部の「スタートアップ企業への投資」と「DX人材戦略」の記載部分

	記載内容抜粋
	CVCを通したDX分野への投資によりイノベーティブな技術や人材との価値共創を推進しています。また、データサイエンティストやUXデザイナー等の採用や、外注に頼らない内製化を前提にした人材育成を行う中で社員の「ITパスポート」取得を推進するなど、DX人財を戦略的な強化を図ります。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	豊島DX戦略（成果指標）


	公表日
	　　　　2021年　12月　27日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.toyoshima.co.jp/csr/dx/system.html#sec02
中段の「成果指標」の部分と
https://www.toyoshima.co.jp/news/
ニュースリリース一覧の部分

	記載内容抜粋
	「豊島DXビジョン」の大半は新たなシステム開発や新たな価値創造であるため、新規開発システムや新たなサービスをローンチし、取引先様など外部の皆様と繋がりをもつ機会の創出を持って成果とします。
「豊島DXビジョン」の達成度を半期毎に取締役会で総括することで経営レベルと一体となったDX実装を推進していくと共に、各種プレスリリース等を通してDX推進状況をステークホルダーへ開示していきます。　



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2021年　12月　27日


	発信方法
	・トップメッセージ（Webページ）
https://www.toyoshima.co.jp/csr/dx/message.html


	発信内容
	代表取締役社長によるDXの全体戦略と将来ビジョンをWeb上にて明示しています。
発信内容は、「DXを推進することで、省人化や業務効率化だけでなく、新たな価値創造へ繋げ、よりよいライフスタイルの創造を実現していく」になります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年　9月～2022年　1月


	実施内容
	IPAが提供する「自己診断入力サイト」を用い課題把握を行い、その結果を取締役会にて報告し、経営層に共有を行った。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2015年　10月頃　～　継続実施中 

	実施内容
	セキュリティ規定を作成し、社内ネットワークのセキュリティ強化施策・社員への啓蒙を実施している。さらなる推進のためにセキュリティ監査チームの発足、およびIPAサイバーセキュリティ経営ガイドラインに基づく内部監査も実施。結果をもとにセキュリティ内規規定の見直しを実施中。
[bookmark: _GoBack]人的施策として、3ヶ月に1度を目処に定期的にサイバー攻撃を想定した訓練メールを5年以上継続している。
加えて国内拠点のみならず、海外拠点においても端末を最新OSに入れ替え、アンチウイルスソフトも確実に導入するよう進めている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

